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研究成果の概要（和文）：インターネットの生態系（エコ・システム）に出現した巨大プラットフォームによる
市場の独占化・寡占化への懸念が高まりつつある。本研究では、独占禁止法の執行に係る内外の審判決事例を素
材として、デジタル経済に関わる独禁法審判決の違法性の判断基準を明確化し、その経済学的含意と厚生上の帰
結を明らかにすることによって、デジタル経済の発展により大きな変革を迫られている競争政策の望ましいあり
方を検討する。

研究成果の概要（英文）：There is growing concern about market power in huge digital platforms that 
have emerged in the internet ecosystem. Our study examines antitrust liability rules in various 
countries evolving through recent court and tribunal decisions on the digital economy, and we 
clarify their legal and economic implications and welfare consequences for our society. Then we 
search for the desirable form of competition policy, which undergoes major changes due to the rapid 
development of the digital economy.

研究分野： 産業組織論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
デジタル経済では、AIを活用した業務の自動化の拡大が、労働分配率の低下やイノベーションの集中化に繋が
り、高賃金で安定した雇用を減少させ、低スキル労働者の実質賃金の低下を招いている 。また、個人情報に関
わる大量のデータを収集・活用したプロファイリング等に基づく情報操作によって、ユーザーの意思決定に作用
し、その関心や注目度に影響力を行使する事態も生じている。デジタル経済における競争政策においては、事前
的規制と事後的規制に業界自らの自主規制を適切に組み合わせることによって、競争当局と事業規制官庁の連携
に留まらず事業者も含めた三者の連携体制を構築することが求められている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
デジタル技術の高度化と電子商取引のグローバル化にともなって、インターネットの生態系（エコ・

システム）に出現した巨大プラットフォームによる市場の独占化・寡占化への懸念が高まりつつある。
グーグルやフェイスブックなどの支配的プラットフォームは、データの集積・利用を通じて顕著な独
占力を行使できる地位を確立しつつある。その一方で、急速なイノベーションの元では、これら企業の
市場支配力の基盤は脆弱で過渡的であるようにも見える。実際、各国・地域の競争当局の間でもデジタ
ル・プラットフォームに対する適切な規制のあり方について十分な合意は得られていない。ごく簡単
にまとめれば、厳格な規制を志向するのが欧州、やや厳格化の傾向にあるのが日本、受容的な規制スタ
ンスを維持しているのが米国といえよう。 
本研究が対象とする独禁法・競争政策は、近年、国際実務の面で大きな進展が見られ、厳正な法執行

と国際的調和が日本でも強く求められるようになっている。しかし、日本では、経済学者と法学者・実
務家との共同研究の機会が乏しく、米国・EU の競争政策と比較して、判例研究が経済分析を刺激し、
それが新たな競争政策の発展に寄与するというプロセスが十分に機能してこなかった。特に、デジタ
ル化とグローバル化の進展に伴い、欧米競争当局における規制ルールの改革の動きが加速しつつある
なかで、日本の独禁法・競争政策の実務は現実の動きに十分対応していないのではないかとの懸念が
高まっている。このような問題意識のもと、本研究に参画する経済学者、法学者、実務家は、協同して
独禁法に係る審判決の研究を行うべきとの問題意識を共有するに至った。 
 
２．研究の目的 
本研究は、独占禁止法の執行に係る内外の審判決事例を素材として、デジタル経済の発展によって

大きな変革を迫られている競争政策のあり方を法と経済学の視点から分析・評価することを目的とす
る。デジタル経済にみられる特徴的な行為類型として、①データの集積・利用に関わるプラットフォー
ムの単独行為、②デジタル技術を利用した共同行為、及び、③プラットフォームを軸とする企業結合
（水平のみならず垂直・混合合併を含む）の３類型に注目して、デジタル経済に関わる独禁法審判決の
違法性の判断基準を明確化し、その経済学的含意と厚生上の帰結を明らかにすること、及び、違法性判
断の前提となる事実認定の妥当性をミクロ計量分析の手法を用いて実証的に検討すること、の２点を
目指す。経済学者、法学者、実務家・弁護士の三者による共同作業を通じて行われる本研究によって、
法執行の国際的コンバージェンスへの実務的要請が強い行為類型に対して、立法論・解釈論・政策論が
混然一体となったバランスのとれた提言が可能となるものと期待できる。 
 
３．研究の方法 
経済学者、法学者、弁護士から構成される「独禁法審判決研究会」を組織し、本研究のメンバーや実

務家・企業関係者による報告を中心に定期的に会合を実施した。また、これと並行して、公取委・競争
政策研究センターと連携しつつ、理論分析・実証分析・法学分析の上記３つのテーマごとに研究グルー
プを構成した。分析対象事例として、グローバルなデジタル・プラットフォームに関連する事件、高
裁・最高裁判決など先例としての価値が高い事件、日本の独禁法の特殊性と普遍性が浮き彫りになる
事件を抽出した。これら事件の違法性判断の根拠となった法的事実を整理し、また関連する統計デー
タを用いた計量分析を行いつつ、独禁法違反事件の分析事例を蓄積した。 
本プロジェクトでは、定期的な研究担当者による意見交換と並行して、デジタル経済における独禁

法事件の事例検討を進めた。メンバー間での事例研究の文献情報の交換を進めるとともに、内外の研
究者を招いた研究会・セミナーをリアルおよびオンラインで実施した。招聘した研究者は、Svend 
Albaek (Deputy Chief Economist, European Commission)、Ariel Ezrachi (University of Oxford)、
Thomas Ronde（Copenhagen Business School)、Joshua Gans (University of Toronto) 、Victoria 
Daskalova(University of Twente)、Maurice E. Stucke（University of Tennessee College of Law）、
Thomas K. Cheng（The University of Hong Kong）、Jonathan B. Baker（American University Washington 
College of Law）、井畑陽平（長崎大学）、伊永大輔（広島修道大学（招聘時の所属））、神林龍（一橋大
学）、鞠山尚子（東海大学・弁護士）、越知保見（明治大学・弁護士）、長岡貞男（東京経済大学）、渕川
和彦（山口大学（招聘時の所属））の各氏である。 
これらの活動による情報共有をベースとして、① プラットフォームにおける単独行為（担当：岡田・

松島・早川）、②デジタル技術を利用した共同行為（担当：川濵・西脇・佐藤）、③プラットフォームを
軸とする企業結合（担当：岡田・林・西脇・佐藤）の各々のテーマごとに研究の重点領域を定めて、各
テーマごとにさらに意見交換を行いつつ研究を行った。全体の研究体制の概念図は下記のとおりであ
る。 
 
 

 



 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
本研究における分析アプローチとして注目した視角は、①プラットフォームにおける単独行

為、②デジタル技術を利用した共同行為、③プラットフォームを軸とする企業結合である。以下、
それらの研究成果の概要を簡潔に述べる。 
第 1 に、デジタル経済におけるデータの集積・利用は、新しい技術やサービスの登場を促し、

より効率的な生産・流通システムをもたらし、さらに業界再編や業種を超えた競争を促進するこ
とにつながっている。一方で、プラットフォームに連結されない競争相手を関連市場から排除し
ユーザーの選択肢を制限する危険も生じている。例えば、Booking.com やアマゾンによる最恵国
待遇条項（MFN：most-favored nation clause）等の単独行為が競争者排除に当り独禁法違反と
なりえる根拠について、最新の審判決事例を広範に調査した上で、プラットフォームにおける違
法性の判断基準を理論的に整理して検討した。 
具体的な事件としては、欧州委員会の競争当局によるプラットフォーム事業者に対する反ト

ラスト訴訟として、その制裁金の巨額さでも注目された Google Shopping 事件 (2017 年 6 月、
制裁金 24 億 2 千万ユーロ、Google Android 事件（2018 年 7 月、制裁金 43 憶 4 千万ユーロ）、
Google Adsense 事件（2019 年 3 月、制裁金 14 億 9 千万ユーロ）を分析し、これら事件の競争法
上の意義と課題を検討した。ただし、これら事件はいずれも一般裁判所（General Court）に上
訴され係争中であり、最高裁にあたる欧州司法裁判所まで争われる可能性が高く、未だ判例とし
て確定したものはないため、今後も継続的に判例の動向をフォローする必要がある。 
第２に、デジタル技術を活用した共同行為は、カルテル・談合規制における新しい課題である。

価格決定のアルゴリズムを共通化することによって、違法性判断基準のカギとなる「意思の連絡」
が明確に伴わないまま価格維持効果が生じてしまう可能性がある。このような行為はカルテル・
談合規制の抜け穴になるのではないかとの懸念が規制当局の間で高まっている。しかし、デジタ
ル技術による価格情報の透明化は、価格構造や販売地域の範囲、価格比較サイト等のアクセスポ
イントの違いなどによって、共同行為の成否に与える影響も異なる。この点から、理論的にはさ
まざまな可能性が生じることがわかる。しかし、依然として、理論的に未解明な点が多く残され、
関連する実証研究もようやく緒についた段階である。研究担当者の一部が参画した公正取引委
員会における「デジタル市場における競争政策に関する研究会」および競争政策研究センターに
よる「データ市場に係る競争政策に関する検討会」でも精力的な調査が行われている。これら調
査と並行しつつ、アルゴリズム・AI を利用したカルテルや共同行為の蓋然性や経済厚生上の危
険性について検討を行った。 
第３に、グローバルなインターネット関連サービスの急成長を背景として、水平・垂直にわた

る多様な企業結合事例が増大しているが、従来の企業結合ガイドラインによる競争評価の手法
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や経済分析の活用方法、あるいは問題解消措置（remedies）の妥当性を改めて検討した。 
特に、これまで IT企業への規制に消極的だった米国では、上下両院を中心に超党派で巨大 IT

企業への監視を強化する動きが強まっている。例えば、2019 年 6 月には連邦取引委員会（FTC）
が Facebook と Amazon、司法省（DOJ）が Google と Apple の調査を管轄する合意が行われ、この
調査を承けて、2020 年 10 月には DOJ が Google を、また同年 12 月に FTC が Facebook を反トラ
スト法違反で提訴している。このうち、Facebook による WhatsApp や Instagram の買収が反トラ
スト法に違反するか否かが争われている。また、2020 年 10 月には 450 頁に及ぶ報告書
（Investigation of Competition in Digital Markets）が米国上院の反トラスト小委員会から
公表され、巨大プラットフォーム事業者による企業結合に関する詳細な情報が公開されている。
これら調査から浮き彫りになった企業結合（とくに垂直・コングロマリット型企業結合）に関す
る競争法上の係争点を整理し、違法性判断の妥当性を検討した。 
これら３つの課題に通底する論点として、デジタル経済における市場競争が多元的になって

いることに注意しなければいけない。通常の価格競争や数量競争のような「市場の中の競争」
（competition in the market）の重要性は低下し、「市場を目指す競争」（competition for the 
market）、さらには、ユーザーの注目（attention）を集める競争など、ビジネスモデルの革新を
通じた多元的な競争が展開されている。 
特に注意すべき点は、拡大する無形資産を巡る競争が激しさを増していることである 。デジ

タル経済では多数の補完的技術が存在し、技術の複合的連関も深化しつつあり、特許や著作権、
商標やデータベースなどの知的財産権を含む無形資産が広く分散して所有された状況を生む。
そのため、知財管理やライセンスに関わる紛争が増大しつつあり、無形資産が関わる競争制限行
為に競争法がどのように向き合うべきかが大きな課題となっている。 
無形資産の権利行使に関連する法制度の在り方はデジタル経済における多元的競争の条件を

強く規定する。それら制度が適切にアップデートされなければ産業競争力を低下させイノベー
ションを抑止してしまう危険が生じることにもっと注意が払われるべきである。そのための適
切な規制の枠組みとして、近年、欧州や日本で注目を集めているのが「共同規制」（co-regulation）
という考え方である。事前規制と事後規制に業界自らの自主規制を総合的に連携させる手法と
いってよい。単なる事前規制（企業結合規制や事業法規制など）あるいは事後規制（独禁法や下
請法など）のみに依拠して法執行を行う場合に問題となるのは、デジタル経済における市場の実
態について政府が十分な知見や情報を持ち合わせることが難しくなっていることである。この
点は技術変化が早く市場の基礎的条件が流動的な事業分野に共通する課題でもある。このよう
な事業分野では、社会的目的に照らして何らかの規制が必要となったとしても、規制者と事業者
の間で密接な情報交換や協力関係を維持することが不可欠となる。そのためには、競争当局と事
業規制官庁の連携に留まらず、事業者も含めた三者の連携体制を構築することが必要となるの
である。 
ただし、技術や事業環境の変化が速いデジタル経済では、政府による事業者のモニタリングは

不完全なままに留まる可能性が高い。このような状況のもとで、共同規制に係る法執行の実効性
を高めるために、事後的な排除措置（remedies）や制裁（sanctions）にのみ頼るのでなく、ま
た、規制官庁が事業者にキャプチャーされることもなく、事前規制と自主規制の組合せによる抑
止（deterrence）効果を高めるためのベスト・プラクティスが求められているといえよう。 
最後に、プラットフォームへのデータ・技術・人材の集中は、新しい技術やサービスの登場を

促し、より効率的な生産・流通システムをもたらし、業界再編や業種を超えた競争を促進する面
がある点にも注意を喚起しておきたい。プラットフォーム・ビジネスにおける競争政策の課題は、
独占化したプラットフォームであっても競争可能（contestable）な状態をいかに維持していく
かにある。政府による過剰な事前規制がデジタル経済のダイナミズムを抑止することがないよ
うに十分な注意が必要である。 
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